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１ はじめに 

(1) 趣旨 

本県では、県民の皆様の暮らしを支える水道の水源である県内５つのダム湖(相模湖、奥相模

湖、津久井湖、丹沢湖、宮ヶ瀬湖)が位置する地域を「水源地域」として、「かながわ水源地域活

性化計画」に基づき、水源地域の活性化に取り組んでいます。 

本補助金は、水源地域の活性化に向けた水源環境の理解促進の一環として交付するものです。 

 

(2) 補助金の概要 

「かながわ水源地域活性化計画」に位置付けた「体験・交流プログラム」としての「自然体験

交流事業」や、「エリアごとの魅力を生かした事業」の実施を支援するための補助金となります。 

 

(3) 目的 

水源地域（相模原市(城山地区、津久井地区、相模湖地区及び藤野地区)、山北町、愛川町、清

川村）の豊かな自然や歴史のある郷土文化等に触れ合う機会を通じて、水源地域住民と都市地域

住民が水源環境に対する理解を深め、水源地域への認識を共有していくことを目的としていま

す。  

 

２ 本補助金の内容 

(1) 概要 

水源地域での体験・交流を目的としたプログラムやイベント等(以下、「補助事業」という。)

に対して補助金を交付し、その実施を支援します。 

 

(2) 対象 

特定非営利活動法人や実行委員会等の団体若しくは「かながわ水源地域の案内人（以下、「案

内人」という。）」として水源地域活性化推進協議会により登録された個人が実施する事業。 

 

(3) 対象となる経費 

補助事業に要する会場使用料、車両使用料、備品賃借料、講師等への謝礼金、講師等の食糧

費・交通費、消耗品費、燃料費、通信費、広報費、保険料、振込手数料等 

なお、エリアごとの魅力を生かした事業の場合は、次の場合を除き、知事が事業実施に必要と

認める経費を補助対象経費にできる。 

ア 実施主体の本事業以外の経常的な運営又は事業活動に要する経費 

イ 参加者が当該補助事業において収穫体験、調理、製作等をしない、又は対象地域の郷土文

化等の魅力のアピールにならない飲食品代、土産物代等の特定の個人若しくは特定企業

に対する給付経費 

 

(4) 補助額(上限額) 

補助金は概算で交付し、事業実施後の実績報告に基づき精算手続を行います。 
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ア 自然体験交流事業 

算定額 補助基準額 備考 

１２０，０００円以上 １２０，０００円 

 精算時に、経費が交付額を

下回る場合は、差額を返還し

ていただきます。 

１１９，９９９円以下

１００，０００円以上 
１００，０００円 

９９，９９９円以下 

９０，０００円以上 
 ９０，０００円 

８９，９９９円以下 算定額から千円未満を切り捨てた額 

 

イ エリアごとの魅力を生かした事業 

算定額 補助基準額 備考 

５００，０００円以上 ５００，０００円  精算時に、経費が交付額を

下回る場合は、差額を返還し

ていただきます。 ４９９，９９９円以下 算定額から千円未満を切り捨てた額 

 

(5) 補助事業の要件 

ア 自然体験交流事業 

    次の要件をいずれも満たす事業とします。 

① 開催場所を「かながわ水源地域活性化計画」の対象地域※とすること 

② 事業目的に対象地域住民及び対象地域以外の住民との交流を含めること 

③ 事業内容は、対象地域の自然や郷土文化等を生かしたものとすること 

④ 実施主体は、特定非営利活動法人や実行委員会等の団体若しくは「かながわ水源地域

の案内人」として水源地域活性化推進協議会により登録された個人に限ること 

⑤ 参加者全員から参加費(負担金)を徴収すること 

⑥ 過去に「エリアごとの魅力を生かした事業」として補助を受けた事業(従前から事業

名、開催場所、開催内容の細部の変更をした事業も含む)に該当しないこと 

 

【事業例】 

① 水源地域の自然を生かした工作体験教室の実施 

② 水源地域の魅力を巡るツアーの実施 

 

イ エリアごとの魅力を生かした事業 

    次の要件をいずれも満たす事業とします。 

① 「ア 自然体験交流事業」の要件①～⑤を全て満たすこと 

  エリアは、津久井エリア(相模原市緑区城山地区、津久井地区(根小屋、長竹、青山、

鳥屋を除く)、相模湖地区、藤野地区)、宮ヶ瀬エリア(上記以外の相模原市緑区津久井

地区、愛川町、清川村)、山北エリア(山北町)とする 

② 参加費や市町村補助金等を除いた概算経費として県補助金 25万円以上を必要とする

こと 
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③ 初年度は過去に本要綱による補助を受けた事業(その事業の事業名、開催場所、開催

内容の細部の変更をする事業を含む)に該当しないこと 

④ エリアの魅力(特色)を生かしており、新規性又は独自性があること 

⑤ 補助を受けた年度の翌年度以降、少なくとも概ね３年経過後までに県の資金を原資

とする補助金の交付を受けずに事業を行う資金計画を有すること 

⑥ 対象となる事業の開始から通算して３年を経過していないこと 
 

【事業例】 

① 季節ごとに水源地域の魅力を体験してもらう講座を実施し、一定の回数を受講した

参加者をアンバサダーに認定する。 

② 都市地域住民を水源地域に招き、特産品の開発・製造を一緒に実施する。 

 

(6) 対象期間 

事業を実施する年度の４月１日から翌年３月 31日の間に実施し、完了する補助事業が対象と

なります。 

 

３ 他の補助金等との併給調整 

対象となる補助事業に対し、本補助金以外に国、県又は市町村が実施する補助金(国、県又は

市町村が他の団体等に委託して実施するものを含む。)の交付を受ける場合には、その額を補助

対象経費から控除します。 

 

４ 事業実施の基本フローチャート 

  事業実施前年度           事業実施年度 

   

   ※ 黒塗り部分が、事業者で対応していただく部分です。 

   ※ 書類は、所管する市町村窓口へ御提出ください。 

   ※ 詳細は、「（参考）自然体験交流事業開催事業費補助金申請の流れ」(12ページ)を参照。  
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※ 「かながわ水源地域活性化計画」の対象地域 

  相模原市(城山地区、津久井地区、相模湖地区及び藤野地区)、山北町、愛川町、清川村 
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５ 応募 

(1) 支援要望書の精査 

本補助金は、先着順ではなく、支援募集に対して応募のあった事業の内容を精査し、支援事業

を決定します。支援が決定した事業について交付申請を行うことができます。支援の可否は県

（土地水資源対策課）が通知します。 

 

(2) 支援要望募集期間 

令和８年２月３日（火）から３月５日（木）まで（県政総合センターへの提出期限） 

※ 事業者から所管市町村への提出期間については、市町村にご確認ください。 

   ※ 応募方法は、「(3)応募方法」のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 応募方法 

ア 提出書類 

   ・ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費支援要望書 (第１号様式) １部 

   ・ エリアごとの魅力を生かした事業の提案書（第１号の２様式） １部 

        ※ 従来型の自然体験交流事業を応募する場合は、提案書（第１号の２様式）の提出は不要 

    ※ 記載方法及び記載例は別添参照 

イ 提出先 

後述の受付期限までに次の手順で提出してください。 

(ｱ) 事業者 

     所管の市町村へ御提出ください。 

(ｲ) 所管市町村 

     取りまとめのうえ、所管の県政総合センター企画調整課へ御提出ください。  

(ｳ) 所管県政総合センター 

     取りまとめのうえ、土地水資源対策課へ御提出ください。 

ウ 受付期限 

    市町村より通知＜締切日必着＞ 

R8.2.3 R8.3.5 所管市町村が

定める期限 

事業者 ⇒ 所管市町村 

への提出 

所管市町村  

⇒ 県政総合センター 

への提出 

支援要望募集期間 

R8.3.12 

県政総合センター  

⇒ 土地水資源対策課 

への提出 
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エ 応募に関しての注意事項 

① 提出された支援要望書は返却しませんので、必ず控えを保管してください。 

② 支援要望書への押印は不要です。 

③ 支援要望書の作成及び提出等、応募にかかる経費は応募者の負担となります。 

④ 支援要望書の不備や内容に不明な点がある場合、電話等で確認をさせていただきます。 

⑤ 精査の結果、支援が決定されないことがあります(「(1) 支援要望書の精査」参照)。 

⑥ 支援が決定した場合は、改めて補助金の交付申請が必要となります(後述)。 

⑦ 必ず受付期間内に御応募ください。 

 

(4) 精査結果（支援の可否）について 

精査結果（支援の可否）は、応募のあった全ての事業について土地水資源対策課より、書面に

てお知らせします。 

なお、選考の経過・結果に関するお問合せには、一切応じられません。 

 

次の６から15までは、支援が決定した場合の手続きです。 
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６ 交付申請 

交付申請は、次のとおり行うものとします。なお、補助金の交付決定まで(交付決定日以前)は、

事業に着手することはできませんので御注意ください(「９事業実施」参照)。 

 

(1) 申請期間 

   事業実施年度の始期から事業実施の概ね30日前まで 

  ※ 準備ができ次第速やかに提出してください（事業実施日の30日前を切った場合、補助金交

付ができないことがあります。） 

 

(2) 申請方法 

ア 提出書類 

    以下の書類を全て揃えたうえで御提出ください 

   ・ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金交付申請書兼請求書 (第２号様式) 

１部 

   ・ 自然体験交流事業企画書(第３号様式) １部 

    ※ 記載方法及び記載例は別添参照 

イ 提出先 

    所管の市町村へ御提出ください。市町村は速やかに所管の県政総合センターへ御提出くだ

さい。 

ウ 申請に関しての注意事項 

① 提出された申請書類は返却しませんので、必ず控えを保管してください。 

② 申請書類への押印は不要です。 

③ 申請書類の作成及び提出等、応募にかかる経費は応募者の負担となります。 

④ 申請書類の不備や内容に不明な点がある場合、電話等で確認をさせていただきます。 

⑤ 30日前に提出が難しい場合は、判明した時点で速やかに所管の市町村まで御連絡くだ

さい。 

⑥ 申請書を提出後、交付決定前に交付申請を撤回する場合は、速やかに御連絡ください。

(任意の書面の提出をお願いする場合があります)。 
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７ 交付決定 

  交付決定は交付決定通知書（第４号様式）にてお知らせします。なお、通知書に記載の交付決定

額が支援の上限となります。 

＜決定に関しての注意事項＞ 

① 申請書類を受領してから交付決定を行うまでに平均３週間程度かかります。 

② 交付決定額は上限額を示しています。補助事業が完了し、実績報告後に補助金の額が確

定されます(「１１金額の確定・精算手続」参照)。 

③ 交付申請に係る審査で、交付申請額と交付決定額が異なる場合があります。 

④ 交付決定に当たって、必要に応じて条件を付す場合があります。 

⑤ 交付決定日以後に交付申請を取り下げる場合は、交付決定通知を受領した日から10日以

内とします。 

⑥ 交付決定日以後、事業に着手してください(「９事業実施」参照)。 

⑦ 交付決定を受けた場合、事業完了の日から30日を経過した日又は令和９年４月７日のう

ち、先に到来する日までに実績報告を行うことが必要となります(「１０実績報告」参照)。 

 

８ 交付の方法 

  交付決定通知書に記載している決定額を、申請書に記載いただいた口座に振り込みます。 

  なお、概算交付となりますので、実績報告・補助金額の確定後に精算手続が必要な場合があり

ます(「１１金額の確定・精算手続」参照)。 

 

９ 事業実施 

＜事業実施にあたっての注意点＞ 

① 交付決定日以前に事業に着手した場合(例：消耗品を購入した場合等)は、その部分は対

象外となりますので御注意ください。 

  なお、やむを得ず事前の着手が必要な場合は、あらかじめ御連絡のうえ、事前着手届(任

意の様式)の御提出が必要となります。 

② 交付申請時に提出した「自然体験交流事業企画書(第３号様式)」のとおり、事業を実施し

てください(変更又は中止が生じる場合には「１２補助事業の変更または中止等」参照)。 

③ 交付決定を受けた年度の３月31日までに事業を完了してください。 
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１０ 実績報告 

  補助事業が完了したときは、次のとおり報告を行うものとします。 

(1) 提出書類 

  ・ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業実績報告書 (第７号様式) １部 

  ・ 実績報告書に記載した添付資料一式（事業実施概要、収支決算書等） 

  ・ 写真 

    ※ 記載方法及び記載例は別紙を参照 

    ※ 参加者満足度調査を実施した場合は、「参加者満足度調査回答票」を併せて提出 

 

(2) 提出先 

   報告期限までに次の手順で提出してください。 

ア 事業者 

    所管の市町村へ御提出ください。 

イ 所管市町村 

    所管の県政総合センター企画調整課へ御提出ください。 

 

(3) 報告期限 

   事業完了の日から30日を経過した日又は事業実施翌年度４月７日のうち、先に到来する日ま

で 

  ※ 年度末である３月31日までに提出できない場合は、「水源地域活性化・自然体験交流事業

開催事業実施状況報告書(第６号様式)」を同日までに提出の上、「(1)提出書類」を４月７日

までに提出する必要があります。 

 

(4) 報告に関しての注意事項 

① 提出書類の返却や写しの送付依頼には一切応じられませんので、提出書類の控えは必ず

取り保管してください。 

② 提出書類は押印不要です。 

③ 提出書類の作成及び提出等、実績報告にかかる経費は、補助事業者の負担となります。 

④ 提出書類の不備や内容に不明な点がある場合、電話等で確認させて頂きます。 

⑤ 正当な理由なく報告期限までに書類の提出がなかった場合には、補助金の全額返還を求

める場合があります。 

⑥ 事業の広報のため、提出資料上の写真等を個人が識別できない範囲で、ホームページや

広報紙に掲載することがありますのであらかじめ御了承ください。 

 

１１ 金額の確定・精算手続 

  実績報告に基づき、補助金額を確定します。確定した補助金額が、すでに交付している補助金

額よりも下回る場合には、改めて金額確定に係る通知書を送付するともに、併せて戻入書を送付

しますので、戻入書により差額の返還をお願いします。 



9 

１２ 補助事業の変更または中止等 

支援決定された事業や交付申請時に提出した「自然体験交流事業企画書（第３号様式）」に記載

の事業の、内容の変更や中止を行うことは、正当な理由がない限り認められません。 

仮に、正当な理由がある場合であっても、認められる範囲は限定されます。また、変更する内容

等によって、手続きが必要ですので、変更や中止をしようとするときは、速やかに所管の市町村ま

で御連絡ください。市町村は所管の県政地域県政総合センターに連絡し、センターが（土地水資源

対策課と協議をして、）必要な手続き等について、指示します。 

 

１３ 交付決定の取消・返還 

  次のいずれかに該当するときは、交付決定を取り消します。また、この場合において、期限を定

めて当該補助金等の返還を命じます。 

① 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

② 補助金を他の用途に使用したとき 

③ 補助事業に関しての交付決定の内容、交付決定時に付した条件若しくは法令又はこれに基

づく知事の指示に違反したとき 

 

１４ その他注意事項 

(1) 関係書類および帳簿類の保管 

   補助事業に係る関係書類および帳簿類は、支給決定のあった日の属する年度終了後、10 年間

保存してください。 

 

(2) 個人情報の保護について 

   提出された書類等に含まれる個人情報の取扱いにあたっては、関係法令に基づいて管理しま

す。 

 

(3) その他 

   本補助金は、この募集要項によるほか、「補助金の交付等に関する規則(昭和45年神奈川県規

則第41号)」、「水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金交付要綱」の定めるところ

に従って実施します。 

  



10 

１５ 参加者満足度調査の実施 

   本補助金に係る参加者満足度調査の実施及び報告について、御協力をお願いします。自然体験交

流事業の支援決定に当たって、前年度の調査協力状況を勘案する場合があります。 

(1) 実施内容 

   事業全体としての参加者満足度調査として、大人は（満足、やや満足、やや不満、不満）の４

段階、子どもは（楽しかった、まあまあ楽しかった、あまり楽しくなかった、楽しくなかった）

の４段階で紙配布※又は聞き取りで調査する。 

  ※ 「参加者満足度調査 個別回答票（参考様式）」を御活用ください。 

  

(2) 報告方法 

   各項目の回答数及び合計数を「参加者満足度調査回答票」により、事業実績報告時に提出し

てください。 

 

 

ここまでが、支援が決定した場合の手続きです。 
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１６ 情報の取扱い 

(1) 利用目的 

① 水源地域の活性化に係る統計分析のために使用します。 

② 本補助金の普及啓発のために使用する場合があります。 

③ 翌年度の募集案内等の各種案内の送付を行う場合があります。 

 

(2) 第三者への提供 

   原則として行いません。ただし、情報公開請求があった場合に提供する場合があります。 

 

１７ 本補助金に係る問合せ先 

  神奈川県 政策局 政策部 土地水資源対策課 水源地域対策グループ 

  所在地 ： 〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 

  電 話 ： 045(210)3124(直通) 

  ﾌｧｸｼﾐﾘ ： 045(210)8820 
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【補助金申請書類の提出】 【申請の受付】 

（参考）自然体験交流事業開催事業費補助金申請の流れ 

 実施団体 
水源地域市町村 

担当課 

神奈川県 

（県政総合センター） 

神奈川県 

（土地水） 

 

事

前

調

整 

 

 

 

申

請

か

ら 

事 

業 

実 

施 

ま 

で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精

算 

・ 

実 

績 

報 

告 

    

※消費税の申告をしている団体に限り「消費税仕入控除税額報告書」（第 8号様式）の提出が必要となります。

「交付申請書」 

送付 

○補助金交付申請書

兼請求書(第 2号様式) 

○自然体験交流事業

企画書（第 3号様式） 

 

(事業の変更・中止のとき) 

○変更（中止）承認申

請書（第 5号様式） 

○補助金交付申請書

兼請求書（第 2号様式） 

○自然体験交流事業

企画書（第 3号様式） 

 

(事業の変更・中止のとき) 

○変更（中止）承認申

請書（第 5号様式） 

補助金の申請 

（市町村を経由） 

所要期間：約１週間 

(県政総合センター 

 を経由) 
（市町村を経由）

 通知受領後、戻入

書に従い返還 

○額の確定通知 

及び戻入書 

精算完了 

（返還が生じた場合） 

＜注意＞ 

交付決定前にやむを

得ず事業着手が必要

な場合は事前着手届

を提出してください 

【実績報告書類の提出】 

○事業実績報告書 

（第 7号様式） 

○事業実績報告書 

（第 7号様式） 

（市町村を経由） 

所要期間：約１週間

事業実施 

○\ 補助金の精算 

※支援の可否に

ついては、水源地

域市町村所管課

と県政総合セン

ターにも通知し

ます 

※事業実績報告書(第 7号様式)を 3/31までに提出できな

い場合は実施状況報告書(第 6 号様式)を同日までに提出

してください。そのうえで事業実績報告書(第 7 号様式)

は 4/7 までに提出してください。 

○\ 補助金の交付 

○交付決定通知書

（第 4号様式） 

○交付決定通知書 

（第 4号様式）受領 

交付決定通知 

（交付手続） 

○\ 補助金の受領 

（市町村を経由）

 

（市町村を経由） 

○支援要望書等 

（第１号、第１号の２様式） 

支援の可否通知を受領 

 

○支援要望書

等（第１号、第１

号の２様式） 

 

 
支援の可否

を通知 

 

準備ができ次第速や

かに提出してくださ

い（事業実施日の 30

日前を切った場合、補

助金交付ができない

ことがあります。） 

事業が完了次第速や

かに提出してくださ

い（市町村担当課へ

の提出期限：事業完

了日から約２～３週

間） 

（県政総合センター

を経由） 
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１ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費支援要望書 (第１号様式) 

  

年 ● 月 ● 日

　次の事業について、 年度自然体験交流事業としての支援を要望します。

）

）

人）

）

令和●

神奈川県知事　　殿

所在地（住所）横浜市中区●●

団体名（氏名）一般社団法人●●●

代表者名 水源　太郎

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費支援要望書

令和●

新規・継続の別
（当てはまるものに○を

付けてください。）
○ 新規 継続

(従来型で、複数の申請を
する場合のみ記載)

申請の優先順位
１ 位

目的
工作体験教室等を通じて、里山の自然環境の理解促進を図
る。

内容 工作体験教室（竹細工）、里山探検

イベント（事業）名称 里山自然体験教室

事業の種別
（当てはまるものに○を

付けてください。）
○

自然体験交流事業
(従来型)

エリア別の魅力を生か
した事業

(拡大・発展型)

主催 一般社団法人●●●

開催時期 令和●年●月

他のイベント等の合併開
催

（当てはまるものに○を
付けてください。）

○ 　有（イベントの名称 ●●　●●

　無

代表者又は役員における
案内人の有無

（当てはまるものに○を
付けてください。）

○ 　有　　　　　（氏名： ●●　●●

　無

会場（所在地） ●●公民館周辺 （所在地 相模原市●●

参加対象 一般　３０人 （延べ 30

第１号様式(用紙 日本産業規格 Ａ４縦長型)

(第５条関係)

押印不要です。

記載例黄色セル … 記入必要

灰色セル … 記入不要

従来型で複数の申請をす

る場合は記入。
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（内訳 ）

○

）

※　役職が無い場合は役職の記載は不要です。

千円

県補助金 60 千円

千円

収入計 75 千円

支
出

項目 金額 単位

消耗品費 13 千円

収
入

項目 金額 単位 備考

参加費 15 千円 500円×30人

千円

虫よけスプレー3,000円、文房具10,000円

謝礼金 30 千円 講師謝礼30,000円（10,000円×3人）

千円

備考

材料費 16 千円 竹10,000円、工具6,000円

食料費 6 千円 飲料水6,000円

広報費 5 チラシ作成5,000円

担当者役職・氏名 事務局長　水源　花子 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

使用料 5 千円 会場使用料5,000円

広報誌 テレビ

ラジオ その他（

責任者役職・氏名 理事長　水源　太郎 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

支出計 75 千円

広報活動
(予定しているもの全てに
○を付けてください。)

五湖navi 市町村ＨＰ

経費概算

「収入計」と「支出計」の合計額

が一致するようにしてください。
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２ エリアごとの魅力を生かした事業の提案書(第１号の２様式) 

 

令和●年●月●日  

 

エリアごとの魅力を生かした事業の提案書 

 

１ 事業の概要 

(1) イベント(事業) 

 名称 

 

水源地域アンバサダー育成事業 

 

(2) 実施体制 
一般社団法人●●●が企画・運営して実施 

 

(3) 事業の具体的な内容(①津久井、宮ヶ瀬、山北のいずれかのエリアの魅力(特色)を生

かしており、②新規性(県内初、エリア初のいずれか)又は独自性(そのエリアだからこ

そできる)の内容があること。 

 ※ ①と②の要素をそれぞれ記載すること 

①年間で３回水源地域（津久井エリア）の魅力を体験・理解する講座を実施し、３回全て

を受講した方をアンバサダーとして認定する。※連続して３回受講する制約は設けず、

合計３回受講すれば可とする。 

②水源地域のアンバサダーを育成・認定し、アンバサダーに水源地域をＰＲしてもらう

ことはエリア内で初の試みである。 

(4) 事業の年間スケジュール 

４～６月  事業実施詳細の検討 

７～８月  第１回講座（津久井エリアの基礎情報の学習、森林の意義の学習、森林探索、

間伐見学、木工体験） 

９～10 月 第２回講座（津久井エリアの基礎情報を学習、動植物の生態観察、生態の仕

組みの学習、野菜収穫体験） 

11～12 月 第３回講座（津久井エリアの基礎情報を学習、湖周辺の探索、古民家見学、

地域住民（移住者含む）と交流 

(5) 事業を通じて期待できる効果(交流人口の増加、地域活性化や水源環境の理解促進) 

水源地域について深い理解をもつアンバサダーを育成し、アンバサダーから水源地域の

魅力を広く発信してもらうことにより、交流人口の増加や水源地域の活性化が期待でき

る。 

 

 

自然体験交流事業（従来型）を実施する場合は作成不要 

支援要望書（第１号様式）に記

載した内容の詳細を記載 
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(6) 補助金の交付を受けた年度の翌年度以降、少なくとも概ね３年経過後までに県の資

金を原資とする補助金の交付を受けずに事業を行うとする年度ごとの資金計画 

 ※ 補助終了後にどのように収入を確保して、自立して事業を継続するのか記載して

ください。 

1 年目：参加費 1 人 2,000 円 

2 年目：参加費 1 人 2,500 円、増額分を講師謝礼金の一部に充てる 

3 年目：参加費 1 人 3,000 円、増額分を講師謝礼金の一部に充てる 

補助終了後：参加費 1 人 4,500 円、既に認定されたアンバサダーに広報してもらうこ

とにより広報費を削減、また講師の人数及び報酬額削減によって事業の自

立化を図る。 

(7) (２年目又は３年目の事業の場合のみ記載)県の支援を引き続き必要とする理由 

 ※ ２年目の事業は３年目の資金計画と補助を受ける意向があるのか記載してくださ

い。 

補助終了後に自走化するためには、アンバサダーの数を増やすことにより、広報体制を

強化していく必要があることから、２年目においても、アンバサダー認定のための取組

みを進めていく必要がある。 

 

 

(8) その他 
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３ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金交付(変更交付)申請書兼請求書    

(第２号様式) 

 

年 ● 月 ● 日

１　補助事業名（イベント名称）

２　補助事業の実施予定日

３　補助事業の目的・事業内容

４　交付申請及び請求額

５　補助金等の振込先

口座名義 一般社団法人●●●

ふりがな いっぱんしゃだんほうじん●●●

金融機関名 ●●銀行 支店名 ●● 支店

口座番号 ●●●●●●●

預金種別 ○ 普通預金 当座預金

別紙「水源地域活性化・自然体験交流事業企画書」のとおり

60,000円

ふりがな ●●ぎんこう ふりがな ●●

令和●年●月●日

令和●

神奈川県知事　　殿

所在地（住所）横浜市中区●●

団体名（氏名）一般社団法人●●●

代表者名 水源　太郎

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金交付(変更交付)申請書兼請求書

　標記補助金の交付(変更交付)を受けたいので、関係書類を添えて申請及び請求しま
す。
　なお、暴力団員でないことを確認するため、役員等氏名一覧表を神奈川県警察本部に
提供することについて異議ありません。

里山自然体験教室

第２号様式(用紙 日本産業規格 Ａ４縦長型)

(第７条関係) 記載例
黄色セル … 記入必要

灰色セル … 記入不要

「３ 補助事業の目的・事業内容」の記載内

容は修正不要です。

「７ 交付申請額の算定方法(第

３条参考)」で算出された値が自

動で反映されます。

押印不要です。
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６　補助事業の経費の配分及び経費の使用方法

７　交付申請額の算定方法(第３条参考)

※　役職が無い場合は役職の記載は不要です。

担当者役職・氏名 事務局長　水源　花子 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

補助額(上記の補助算定額に対し、第４条に規定する
表に定める補助基準額を限度に算出した額) 60,000円

責任者役職・氏名 理事長　水源　太郎 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

計【Ｂ】 円

補助算定額【Ｄ】（【Ａ】－【Ｃ】） 60,000円

補助対象経費【Ａ】 75,000円

特定財源    【Ｃ】（①＋②－③） 15,000円

国・市町村等支出金　　　　　　　　　　　　①

その他の特定財源(参加費・実施主体負担金)　② 15,000円

補助対象外経費【Ｂ】に充当した経費　　　　③
（①～②の一部）

5,000円

謝礼金 30,000円

総事業費（【Ａ】＋【Ｂ】） 75,000円

補
助
対
象
外
経
費

項目 金額

計【Ａ】 75,000円

補
助
対
象
経
費

項目 金額

材料費 16,000円

食料費 6,000円

消耗品費

使用料 5,000円

13,000円

広報費

「６ 補助事業の経費の配分及び経費の使用方法」、「７ 交付申請額の算定

方法(第３条参考)」に記載した値を元に自動計算されます。
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年 ● 月 ● 日現在

※　役職が無い場合は役職の記載は不要です。

担当者役職・氏名 事務局長　水源　花子 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

　記載した全ての者は、暴力団員に該当しないことを確認するために、本様式に記載さ
れた情報を神奈川県警察本部長に提供することについて、同意しております。

団体名（氏名）一般社団法人●●●

代表者名 水源　太郎

責任者役職・氏名 理事長　水源　太郎 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

横浜市中区●●
水源　太郎

氏名

理事長
すいげん　たろう

Ｓ 50.1.1 男

団体名・役員等氏名一覧表

団体名
（又は案内人氏名）

一般社団法人●●●

注１　地方公共団体、公益社団・公益財団法人は当該一覧表の作成を不要とする。
注２　注１を除く法人格を有する法人は商業・法人登記簿に登記された全ての役員につ
いて記載すること。
注３　法人格を持たない実行委員会等の団体は代表者欄のみ記載すること。
注４　案内人個人の申請については、下記代表者欄に案内人本人のみ記載すること。
注５　変更申請については、当初申請時から代表者又は役員が交代した場合に新任者の
みを記載すること。

令和●

役職名
ふりがな

生年月日
大正Ｔ,昭和Ｓ.平成Ｈ

性別
男,女

住所

記載例黄色セル … 記入必要

灰色セル … 記入不要

第２号様式に記載した内容

が自動で反映されます。

・ 法人格を持たない実行委員会等の団体

→ 代表者のみ記入

・ 上記以外の団体
（ただし、地方公共団体、公益社団・公益財団法人は除く）

→ 登記簿に登記された全ての役員について記載

・ 案内人個人の申請

→ 案内人本人の情報のみ記載

第２号様式に記載した内容

が自動で反映されます。
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４ 自然体験交流事業企画書(第３号様式) 

 

  

）

）

人）

水源地域活性化・自然体験交流事業企画書

団体名（氏名）一般社団法人●●●

新規・継続の別
（当てはまるものに○を

付けてください。）
○ 新規 継続

目的 工作体験教室等を通じて、里山の自然環境の理解促進を図る。

内容 工作体験教室（竹細工）、里山探検

主催 一般社団法人●●●

イベント（事業）名称 里山自然体験教室

事業の種別
（当てはまるものに○を

付けてください。）
○ 自然体験交流事業(従来型)

エリア別の魅力を生か
した事業

(拡大・発展型)

会場（所在地） ●●公民館周辺 （所在地 相模原市●●

参加対象 一般　３０人 （延べ 30

開催時期 令和●年●月●日

他のイベント等の合併開
催

（当てはまるものに○を
付けてください。）

○ 　有（イベントの名称 ●●　●●

　無

第３号様式(用紙 日本産業規格 Ａ４縦長型)

(第７条関係) 記載例

黄色セル … 記入必要

灰色セル … 記入不要

第２号様式に記載した内容

が自動で反映されます。
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（内訳 ）

○

）

※　役職が無い場合は役職の記載は不要です。

広報費 5,000円 チラシ作成5,000円

経費概算

収
入

項目 金額 備考

参加費 15,000円 500円×30人

県補助金 60,000円

材料費 16,000円 竹10,000円、工具6,000円

食料費 6,000円 飲料水6,000円

収入合計 75,000円

支
出

項目 金額 備考

補
助
対
象

経
費

謝礼金 30,000円 講師謝礼30,000円（10,000円×3人）

補助対象経費計 75,000円

消耗品費 13,000円 虫よけスプレー3,000円、文房具10,000円

使用料 5,000円 会場使用料5,000円

円

円

補
助
対
象
外

経
費

円

円

円

補助対象外経費計 円

支出合計 75,000円

広報活動
(予定しているもの全てに
○を付けてください。)

五湖navi 市町村ＨＰ 広報誌 テレビ

担当者役職・氏名 事務局長　水源　花子 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

ラジオ その他（

責任者役職・氏名 理事長　水源　太郎 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

第２号様式の内容が自動で

反映されます。

第２号様式に記載した

内容が自動で反映され

ます。

第２号様式に記載した内容

が自動で反映されます。

「備考」は自動入力ではな

いので記入をお願いします。
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５ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金事業変更(中止)承認申請書 (第５号様式) 

 

 令和●年●月●日  

 

 神奈川県知事 殿 

 

所在地（住所） 横浜市中区●●       

団体名（氏名） 一般社団法人●●●      

代 表 者 名  水源 太郎          

 

 

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金事業変更(中止)承認申請書 

 

 

  令和●年●月●日付けで交付決定を受けた標記補助事業を次のとおり変更(中止)したいので承認

を受けたく、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 変更(中止)の内容 

事業の内容 

(会場や体験メニュー等) 
変更(中止)前 変更(中止)後 

●●公民館で工作体験を実

施後、周辺の里山を探検 

日程：令和●年●月●日（●） 日程：令和●年●月●日（●） 

 

２ 変更（中止）の理由 

  会場である●●公民館が工事により臨時休館のため。 

 

 

責任者氏名 理事長 水源 太郎 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

担当者氏名 事務局長 水源 花子 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

(事務手続上必要な場合は、補助事業の責任者と担当者の氏名及び連絡先の明記を求める) 
 

  

変更後の「自然体験交流事業企画書(第３号様式)」を添付。 

(補助金の額に変更が生じる場合には、変更後の「水源地域活性化・自然体験交流事業開催事

業費補助金交付(変更交付)申請書兼請求書(第２号様式)」も併せて添付。) 
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６ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業実施状況報告書(第６号様式) 

 

令和●年●月●日  

 

 神奈川県知事 殿 

 

所在地（住所） 横浜市中区●●             

団体名（氏名） 一般社団法人●●●           

代 表 者 名  水源 太郎               

 

 

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業実施状況報告書 

 

 

 令和●年●月●日付けで交付決定を受けた標記補助事業の令和●年●月●日現在における実施状況

を、次のとおり報告します。 

 

１ 補助事業の執行状況 

 (1) 事業名       里山自然体験教室 

 (2) 事業実施(予定)日  令和●年●月●日（●） 

 (3) 事業実施概要    工作体験教室（竹細工）、里山探検 

 

 

 ２ 補助事業の経費の執行状況 

 (1) 補助金等交付済額         60,000 円 

 (2) 支出済額            30,000 円 

 (3) 今後の支出予定額        30,000 円 

 

 

 

責任者氏名 理事長 水源 太郎 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

担当者氏名 事務局長 水源 花子 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

(事務手続上必要な場合は、補助事業の責任者と担当者の氏名及び連絡先の明記を求める) 

 

  

交付決定通知書(第４号様式) 

の日付を記載 

企画書(第３号様式)から転記 

補助金交付済額は交付決定通知書から転記、 

支出済額、今後の支出予定額は作成日時点の

額を記載 
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７ 水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業実績報告書 (第７号様式) 

 

 

  

年 ● 月 ● 日

年 ● 月 ● 日付けで交付決定を受けた標記補助事業を終了したので、

実績を次のとおり報告します。

１　事業名（イベント名称）

２　事業実施日

３　事業実施概要

４　収支決算書

※　役職が無い場合は役職の記載は不要です。

令和●年●月●日

令和●

神奈川県知事　　殿

所在地（住所）横浜市中区●●

団体名（氏名）一般社団法人●●●

代表者名 水源　太郎

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業実績報告書

令和●

里山自然体験教室

担当者役職・氏名 事務局長　水源　花子 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

別紙のとおり（概要が分かる写真を必ず添付)

別紙のとおり

責任者役職・氏名 理事長　水源　太郎 連絡先 ●●●ー●●●ー●●●●

第７号様式(用紙 日本産業規格 Ａ４縦長型)

(第11条及び第14条関係) 記載例
黄色セル … 記入必要

灰色セル … 記入不要

事業実施概要が分かる資料（任意様式、

事業を実施している様子が分かる写真

を添付）を添付

収支決算書（任意様式）を添付
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(1) 事業実施概要（参考様式） 

 

  

１　事業実施日

２　事業実施場所

３　実施内容

４　参加人数

５　アンケート結果（実施した場合）

(1)　大人

(2)　子ども

令和●年●月●日

事業実施概要

団体名（氏名） 一般社団法人●●●

事業名（イベント名称） 里山自然体験教室

●月●日 10人 20人 30人

●●公民館（相模原市●●）

工作体験教室（竹細工）、里山探検

日程 大人 子ども 合計

計 10人 20人 30人

日程 満足 やや満足 やや不満 不満 計

●月●日 5人 5人 人 人 10人

計

計 5人 5人 人 人 10人

日程 楽しかった
まあまあ楽し

かった
あまり楽しく
なかった

楽しくなかっ
た

20人

●月●日 15人 5人 人 人 20人

計 15人 5人 人 人

記載例
（参考様式）

第７号様式に記載した内容

が自動で反映されます。

第７号様式に記載した内容

が自動で反映されます。
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６　実施時の写真

写真①

（工作体験教室の実施様子）
写真②

（里山体験の実施様子）

実施した内容ごとに写真を添付
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(2) 収支決算書（参考様式） 

 

 

  

１　補助事業の経費の配分及び経費の使用方法

２　補助金の精算に係る収支の算定

補助対象経費【Ａ】

特定財源    【Ｃ】（①＋②－③）

国・市町村等支出金　　　　　　　　　　　　①

その他の特定財源(参加費・実施主体負担金)　②

補助算定額【Ｄ】（【Ａ】－【Ｃ】）

会場使用料5,000円

補
助
対
象
経
費

項目 予算額 決算額 差額

使用料 5,000円 5,000円 円

収支決算書

団体名（氏名） 一般社団法人●●●

事業名（イベント名称） 里山自然体験教室

内訳

材料費 16,000円 17,500円 △1,500円 竹11,000円、工具6,500円

消耗品費 13,000円 11,500円 1,500円 虫よけスプレー1,500円、文房具10,000円

食料費 6,000円 6,000円 円 飲料水6,000円

謝礼金 30,000円 30,000円 円 講師謝礼30,000円（10,000円×3人）

広報費 5,000円 5,000円 円 チラシ作成5,000円

補
助
対
象
外
経
費

項目 予算額 決算額 予算額

計【Ａ】 75,000円 75,000円 円

内訳

円

円

円

円

円

総事業費
（【Ａ】＋【Ｂ】）

75,000円 75,000円 円

計【Ｂ】 円 円 円

60,000円

補助額(上記の補助算定額に対し、第４条に規定する表に
定める補助基準額を限度に算出した額) 60,000円

75,000円

15,000円

15,000円

補助対象外経費【Ｂ】に充当した経費　　　　③
（①～②の一部）

記載例
（参考様式）

第７号様式に記載した内容

が自動で反映されます。

予算額は、第２・３号様式に記載

した額を転記してください。
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水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金 事前着手届 

 

 

令和●年●月●日 

 

 

 

 県央地域県政総合センター所長 殿 

 

所 在 地  横浜市中区●●         

団 体 名   一般社団法人●●●       

代 表 者 名  水源 太郎            

 

 

水源地域活性化・自然体験交流事業開催事業費補助金 事前着手届 

 

令和●年●月●日付けで申請した標記補助事業について、下記のとおり交付決定前に事業着手した

いので、届出します。 

 

 

１ 事前着手時期 

 令和●年●月●日 

 

２ 事業着手せざるを得ない理由 

 令和●年●月●日までに事業着手するためには、●●を行う必要があるため。 

 

 

 

責任者氏名 理事長 水源 太郎 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

担当者氏名 事務局長 水源 花子 連絡先 ●●●―●●●―●●●● 

(事務手続上必要な場合は、補助事業の責任者と担当者の氏名及び連絡先の明記を求める) 
 

  

相模原市、愛川町、清川村 … 県央 

山北町    … 県西 と記載 

第２号様式の申請日を記入 
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参加者満足度調査回答票 

 

（参考様式） 

 

参加者満足度調査回答票 

 

 

 

団体名       一般社団法人●●●     

担当者名・連絡先  事務局長 水源 花子 

●●●―●●●―●●●●  

事業名       里山自然体験教室      

実施日       令和●年●月●日      

 

（参加者数 大人 10 人、こども 20 人） 

 

（大人） 

満足 やや満足 やや不満 不満 合計 

   

５   人 

     

５  人 

     

 人 

 

人 

 

 10  人 

（こども） 

楽しかった 
まあまあ 

楽しかった 

あまり 

楽しくなかった 
楽しくなかった 合計 

   

15   人 

     

５  人 

    

  人 

 

人 

 

20  人 

 

参加者数と回答数が合致しない場合の理由 

                                        

 

 

その他、参加者からの事業に対する主な意見を記載してください。 

（※回答票の写し（意見記載のあるもの）の提出があれば、記載不要） 

 

 


